
　

第73回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

■連結注記表……………………１頁
■個別注記表……………………９頁
（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

　

「連結注記表」および「個別注記表」につきましては、法令および当社定款第17条の規定に
基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.soken-ce.co.jp）に掲載する
ことにより、株主の皆様に提供しております。
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連結注記表
　

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
1. 連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 ５社
連結子会社の名称
綜研テクニックス株式会社、綜研化学（蘇州）有限公司、寧波綜研化学有限公司、Soken Chemical
Asia Co., Ltd.、綜研高新材料（南京）有限公司

2. 連結子会社の事業年度に関する事項
連結子会社のうち、綜研化学（蘇州）有限公司、寧波綜研化学有限公司、Soken Chemical Asia Co.,

Ltd.および綜研高新材料（南京）有限公司の決算日は12月31日であります。
連結計算書類作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、１月１日から連

結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

3. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準および評価方法
① 有価証券

　 その他有価証券
時価のあるもの………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法

　 (評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均
法により算定）

時価のないもの………………移動平均法による原価法
② デリバティブ……………………時価法
③ たな卸資産
a. 製品、商品、原材料、
仕掛品、貯蔵品

……移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）

b. 未成工事支出金………………個別法による原価法
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）………………主として定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降に取
得した建物附属設備および構築物については、定額法を採用しております。
なお、主要な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物及び構築物 ６～50年
　 機械装置及び運搬具 ４～17年

使用権資産 50年
また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却してお

ります。
② 無形固定資産（リース資産を除く）………………定額法

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法によっております。

③ リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の方法により計上しておりま

す。
a. 一 般 債 権 貸倒実績率法
b. 貸倒懸念債権等 個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金………従業員の賞与に充てるため、期末日後の支給見込額のうち当連結会計年度負
担分を計上しております。

③ 役 員 賞 与 引 当 金………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結
会計年度の負担額を計上しております。

④ 完成工事補償引当金………完成工事の無償補修に備えるため、過去の実績を基礎に、将来の補償見込額
を加味して計上しております。

⑤ 工 事 損 失 引 当 金………受注工事に係る将来の損失に備えるため、損失発生の可能性が高く、かつ、
その損失見込額を合理的に見積もることができる工事について、当該損失見
込額を計上しております。

　
（4）重要な収益および費用の計上基準

完成工事高および完成
工事原価の計上基準

………当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に
ついては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の
工事については工事完成基準を適用しております。
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（5）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法…………金利スワップの特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象…a.ヘッジ手段…金利スワップ
b.ヘッジ対象…借入金

③ ヘッジ方針…………………金利リスクの低減ならびに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジ
を行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法…金利スワップの特例処理の要件を充たしているので、有効性の判定を省略し
ております。

（6）退職給付に係る会計処理の方法
① 退 職 給 付 見 込 額 の
期 間 帰 属 方 法

…退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期
間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

② 数 理 計 算 上 の 差 異
および過去勤務費用
の 費 用 処 理 方 法

…数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。

　
（7）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 外貨建の資産および
負債の本邦通貨への
換 算 基 準

…外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。

② 消費税等の会計処理…消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
なお、資産に係る控除対象外消費税および地方消費税は、当連結会計年度の
費用として処理しております。

(表示方法の変更）
・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当連結会計年度か
ら適用し、連結注記表に(会計上の見積りに関する注記)を記載しております。
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(会計上の見積りに関する注記）
1. 固定資産の減損
（1）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産 13,952,978千円
無形固定資産 386,321千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
当社グループは、固定資産の減損会計の適用にあたり、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小

単位によって資産のグルーピングを行っており、収益性が著しく低下した資産グループに関しては、固定資
産の帳簿価格を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上することとしております。
当連結会計年度においては、次年度以降の経営計画に基づいて将来キャッシュ・フローの見積りを行った
結果、減損損失の計上を行っておりません。ただし、将来キャッシュ・フローの見積りに用いた当該仮定に
ついて、事業環境の急激な変化等により見直しが必要となった場合は将来キャッシュ・フローが減少し、減
損損失が発生する可能性があります。

(追加情報）
(新型コロナウイルスの感染拡大の会計上の見積りに与える影響)
新型コロナウイルスの世界的な感染拡大に伴う経済情勢や事業環境の変化による影響が懸念されますが、現時
点で事業活動や業績に与える重要な影響は生じておらず、会計上の見積りに影響はないと判断しております。た
だし、今後の状況の変化によって判断を見直した結果、翌連結会計年度以降の連結計算書類において重要な影響
を与える可能性があります。
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（連結貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 25,685,601千円

2. 受取手形裏書譲渡高および電子記録債権譲渡高 696,689千円

3. 国庫補助金等受入により取得価額から直接減額した価額の内訳
　 建物 64,938千円
　 機械装置 331,652千円

土地 33,170千円
　 その他 12,245千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類および総数
　 普通株式 8,300,000株

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当金 基準日 効力発生日

2020年６月25日定時株主総会 普通株式 利益剰余金 451,881千円 55円 2020年３月31日 2020年６月26日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度となるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配当金 基準日 効力発生日

2021年６月25日定時株主総会 普通株式 利益剰余金 617,698千円 75円 2021年３月31日 2021年６月28日
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、資金調達については主に銀行借入

や社債発行等により調達しております。デリバティブは、借入金の金利変動リスク等を回避するために利用
し、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容およびそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。有価証券

は譲渡性預金であり、発行体の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有す
る企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、1年以内の支払期日であります。借入金のうち、

短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資金調達であります。
変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を
利用してヘッジしております。
デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクを回避し、支払利息の固定化を図ることを目的

とした金利スワップ取引であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスク

当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、営業部門が取引先の状況を定期的にモニ
タリングし、取引相手ごとに期日および残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク
投資有価証券については、定期的に時価を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を検討し
ております。
デリバティブ取引については、取引権限および取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金担当部

門が決裁責任者の承認を得て行っております。
③ 資金調達に係る流動性リスク

当社グループは、各部門からの報告に基づき資金担当部門が、適時に資金計画を作成・更新すること
により、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が
含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す
ることにより、当該価額が変動することもあります。また、デリバティブ取引に関する契約額等について
は、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
2021年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含め
ておりません（（注2）を参照ください。）。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 6,100,229 6,100,229 －
（2）受取手形及び売掛金（※1） 8,087,460 8,087,460 －
（3）電子記録債権（※1） 2,660,139 2,660,139 －
（4）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 3,876,234 3,876,234 －
（5）支払手形及び買掛金 (5,636,408) (5,636,408) －
（6）電子記録債務 (553,027) (553,027) －
（7）短期借入金 (943,481) (943,481) －
（8）長期借入金（※2） (1,120,000) (1,120,326) 326
（9）デリバティブ取引 － － －

（※1）受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る貸倒引当金を控除しております。
（※2）1年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

(注1)金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
(1) 現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、ならびに（3）電子記録債権
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
(4) 有価証券及び投資有価証券
有価証券は譲渡性預金であり、短期間で期日が到来するため時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。
投資有価証券は、株式であり、時価については、取引所の価格によっております。

(5) 支払手形及び買掛金、（6）電子記録債務、ならびに（7）短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま
す。
(8) 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割
り引いた現在価値により算定しております。
金利スワップの特例処理の対象とされている変動金利による長期借入金は、当該金利スワップと一体とし
て処理された元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値に
より算定しております。
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(9) デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている
ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（上記（8）参照）

(注2)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 5,744

これらについては、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、
「（4）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。
　

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 3,107円24銭
2. １株当たり当期純利益 331円12銭
　
（その他の注記）
金額の端数処理

　 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準および評価方法
（1） 有価証券
① その他有価証券

時価のあるもの…………決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法に
より算定）

時価のないもの…………移動平均法による原価法
② 子会社株式および
関係会社出資金

………移動平均法による原価法

（2） デリバティブ………………時価法
（3） たな卸資産

製 品、 商 品、
原材料、貯蔵品

………移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産…………………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）ならびに2016年４月１日以降に取得
した建物附属設備および構築物については、定額法を採用しております。
なお、主要な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ６～50年
機械装置及び運搬具 ４～17年
また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却しており

ます。
(2) 無形固定資産…………………定額法

ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
によっております。

3. 引当金の計上基準
(1) 貸 倒 引 当 金…………債権の貸倒れによる損失に備えるため、以下の方法により計上しておりま

す。
① 一 般 債 権 貸倒実績率法
② 貸倒懸念債権等 個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
(2) 賞 与 引 当 金…………従業員の賞与に充てるため、期末日後の支給見込額のうち当事業年度負担分

を計上しております。
(3) 役 員 賞 与 引 当 金…………役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業

年度の負担額を計上しております。
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(4) 退 職 給 付 引 当 金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および
年金資産の見込額に基づき計上しております。
退職給付引当金および退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

① 退職給付見込額
の期間帰属方法

…………退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に
帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

② 数理計算上の差
異および過去勤
務費用の費用処
理 方 法

…………数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。
過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により費用処理しております。
未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の貸借対照表における取
扱いが連結貸借対照表と異なります。

4. ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法…………金利スワップの特例処理を採用しております。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象…① ヘッジ手段…金利スワップ

② ヘッジ対象…借入金
（3）ヘッジ方針…………………金利リスクの低減ならびに金融収支改善のため、対象債務の範囲内でヘッジ

を行っております。
（4）ヘッジ有効性評価の方法…金利スワップの特例処理の要件を充たしているので、有効性の判定を省略し

ております。

5. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建ての資産

および負債の本邦
通貨への換算基準

…………外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。

（2）消費税等の会計処理…………消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
なお、資産に係る控除対象外消費税および地方消費税は、当事業年度の費用
として処理しております。

(表示方法の変更）
・「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年3月31日）を当事業年度から適

用し、個別注記表に（会計上の見積りに関する注記）を記載しております。
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(会計上の見積りに関する注記）
1. 固定資産の減損
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産 7,965,590千円
無形固定資産 367,844千円

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）1. 固定資産の減損（2）識別した項目に係る重要な会計
上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同一であります。

2. 関係会社株式および関係会社出資金
（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式 1,563,107千円、関係会社出資金 5,221,513千円
（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社が保有する関係会社株式及び関係会社出資金は非上場のため時価の把握が極めて困難であるため、
関係会社の財政状態悪化により株式又は出資金の実質価額が帳簿価額より50％以上下落した場合に著しく
実質価額が低下したものと判断し、今後の回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除き、期
末において減損処理を行うこととしております。
当事業年度末において関係会社５社のうち２社の実質価額は、関係会社株式又は関係会社出資金の帳簿

価額を下回っておりますが、いずれの実質価額も株式又は出資金の帳簿価額の50％を超える水準にあるた
め、減損処理は行っておりません。今後関係会社の業績の推移や事業環境の変化等により、これらの関係
会社株式又は関係会社出資金について減損損失が発生する可能性があります。
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（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 19,337,303千円

2. 保証債務
　 関係会社の借入金に対する保証債務 3,525,900千円

3. 関係会社に対する金銭債権債務
　 関係会社に対する短期金銭債権 3,430,198千円
　 関係会社に対する短期金銭債務 18,783千円

4. 国庫補助金等受入により取得価額から直接減額した価額の内訳
　 建物 64,938千円

構築物 1,693千円
機械及び装置 331,652千円
工具、器具及び備品 10,552千円

　 土地 33,170千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

　 関係会社に対する売上高 1,741,196千円
　 関係会社からの仕入高 75,472千円
　 関係会社とのその他の営業取引高 19,805千円
　 関係会社との営業取引以外の取引高 1,818,690千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類および株式数

　 普通株式 64,014株
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（税効果会計に関する注記）
1. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因
　 繰延税金資産
　 賞与引当金 186,829千円

未払事業税 29,546千円
　 退職給付引当金 533,199千円
　 投資有価証券評価損 19,550千円
　 貸倒引当金 30,846千円
　 その他 83,197千円
　 繰延税金資産小計 883,170千円
　 評価性引当額 △82,862千円
　 繰延税金資産合計 800,307千円
　 繰延税金負債
　 その他有価証券評価差額金 △23,144千円
　 繰延税金負債合計 △23,144千円
　 繰延税金資産の純額 777,162千円
　
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と
なった主要な項目別の内訳
法定実効税率 30.62％
（調整）
受取配当金の永久差異等 △9.21％
研究開発費等の特別税額控除 △1.90％
役員賞与 0.65％
外国税額控除 △1.33％
評価性引当額の増減 0.03％
その他 0.00％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 18.86％
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社および関連会社等

（単位：千円）

属性 会社等の名称 議決権等の
所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
綜研化学
（蘇州）
有限公司

100％

微粉体等の販売お
よび購入
債務保証
ロイヤリティーの
受取

銀行借入に対
する債務保証
（注１）

906,660 － －

子会社 寧波綜研化学
有限公司 100％ 加工製品等の販売

債務保証
銀行借入に対
する債務保証
（注１）

973,820 － －

子会社
綜研高新材料
（南京）
有限公司

100％
粘着剤等の販売
債務保証
資金の貸付

粘着剤の販売 1,304,938 売掛金 685,525

銀行借入に対
する債務保証
（注１）

1,645,420 － －

資 金 の 貸 付
（注２） 1,040,163 流動資産

その他 1,124,930

（注） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

取引条件および取引条件の決定方針等
（注１） 債務保証については、当該子会社の銀行借入に対して債務保証を行ったものであります。

なお、保証料は受け取っておりません。
（注２） 資金の貸付金利については、市場金利を勘案して決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 2,654円15銭
2. １株当たり当期純利益 276円99銭

（その他の注記）
金額の端数処理

　 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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